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お問い合わせ先
経済労働部産業雇用局

産業政策課
(089-912-2475) 
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目標値

中東情勢の影響により、エネルギー価格が高騰する中、国の支援対象となっていないＬＰガス料金について、販売事業者を通じ、
料金の値引きを行い、生活者や事業者を支援する。

16 製造業・サービス産業の成⻑促進と新企業の誘致

雇用者報酬及び企業所得の県内総額

16-4 地域産業の維持・振興

黒字企業割合（法人県民税法人税割を納めている企業の割合）※農業除く

3,991,953百万円（R7年度） 

4,128,177百万円（R8年度）

40.0％（R6年度）

40.5%（R8年度）

【愛媛県内の状況】 LPガス料金（10㎥）の推移

県内の使用者に対して料金の値引きを行うLPガス販売事業者を支援

使用者の負担軽減策を実施

LPガスは国の支援対象となっていない

世界情勢を背景に料金が
高止まり傾向

⻑期化により、LPガス使用者の
経済的負担が増大

※国は都市ガス使用者
 への負担軽減策を実施

○LPガス料金高騰緊急対策支援事業    676,156千円

１ 家庭向け支援    549,000千円
（１）件  数 36.6万件
（２）期  間  3か月（R8.7～9月使用分）
（３）支援額  1,500円（3か月分相当額）

２ 事業者向け支援 75,500千円
（１）件 数 1.7万件
（２）期 間 3か月（R8.7～9月使用分）
（３）支援額

 

 ※使用量区分に応じて3段階の支援額（3か月分相当額）

３ 事務局経費、販売事業者の値引事務経費等  51,656千円

【事業スキーム】 ※一部の月における一括値引きとなる場合あり

月
使
用
量

300㎥未満  2,000円

300㎥以上3,000㎥未満  13,000円

3,000㎥以上 130,000円

【物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金充当事業】

令和８年度６月補正予算（案）
予算額 676,156千円１ ＬＰガス料金高騰緊急対策支援事業費

事業に参加した県内LPガス販売事業者の割合
100％（R8年度）
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R8.2 : 22.33円/kWh

２ 特別高圧電気料金高騰緊急対策事業費
令和８年度６月補正予算（案）

予算額 102,214千円

中東情勢の影響により、エネルギー価格が高騰する中、国の支援対象となっていない特別高圧電気料金について、電力使用量
に応じて支援金を交付し、中小企業者等を支援する。

16 製造業・サービス産業の成⻑促進と新企業の誘致

雇用者報酬及び企業所得の県内総額

16-4 地域産業の維持・振興

黒字企業割合（法人県民税法人税割を納めている企業の割合）※農業除く

支援を受けた中小企業等(想定40社)
の経営継続率

現状値
目標値 100％（R8年度）

ー

3,991,953百万円（R7年度） 

4,128,177百万円（R8年度）

40.0％（R6年度）

40.5%（R8年度）

現状値

目標値

現状値

目標値

○特別高圧の電気料金単価の推移(全国)  ○電気料金負担軽減策の実施状況

電気料金の高騰による影響が大きいと懸念される中小企業者等に対し、

使用量に応じて支援金を交付

特別高圧電力は国の支援対象となっていない

○特別高圧電気料金高騰緊急対策事業   102,214千円

１ 支援対象 特別高圧電力を利用する中小企業者等 40社
 （大規模な工場、ショッピングモール、工業団地 等）
※県外販売事業者から供給を受ける場合も含む
 公立施設、発電施設を除く

２ 支援期間 3か月（R8.７～９月使用分）

３ 支援額
（１） ７月分・９月分  １.８円/kWh（上限額1,800千円/月）
（２） ８月分   ２.３円/kWh（上限額2,300千円/月）

 
４ 経費積算
（１）支援金原資   102,000千円
（２）事務費      214千円

【事業スキーム】

【物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金充当事業】

県 中小企業者等
支援金交付

中小企業者等の負担軽減策を実施

お問い合わせ先
経済労働部産業雇用局

産業政策課
(089-912-2475) 

世界情勢を背景に高止まり傾向が続く

国が負担軽減策を実施

低圧電力
・一般家庭
・小規模な商店、事務所 等

高圧電力
・中規模な商業施設、工場、
  大規模な病院 等

R2.4 ～ R4.2 平均 : 15.38円/kWh
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